
【単位：人】

１　福祉施設から一般就労への移行者数

1,113人

２　事業所（施設）別移行者数
（新体系）
就労移行支援事業所 就労継続支援Ａ型事業所 就労継続支援Ｂ型事業所 不明・未回答

646 181 262 24
58.04% 16.26% 23.54% 2.16%

３　性　別
男　性 女　性 不明・未回答

645 445 23
57.95% 39.98% 2.07%

４　障害種別
身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 その他 不明・未回答

101 346 589 50 27
9.1% 31.1% 52.9% 4.5% 2.4%

５　発達障がいの有無
有 無 不明・未回答

284 764 65
25.5% 68.6% 5.8%

６　等級・区分

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
25 34 14 9 5 3

2.2% 3.1% 1.3% 0.8% 0.4% 0.3%
なし 不明・未回答 計

7 4 101
0.6% 0.4% 9.1%

Ａ・１級 Ｂ・２級 Ｂ－・３級 なし 不明・未回答 計
2 171 145 18 10 346

0.2% 15.4% 13.0% 1.6% 0.9% 31.1%

１級 ２級 ３級 なし 不明・未回答 計
2 181 261 114 31 589

0.2% 16.3% 23.5% 10.2% 2.8% 52.9%

なし 未回答
50 27

4.5% 2.4%

７　障害支援区分
区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

7 37 43 12 6 1
0.6% 3.3% 3.9% 1.1% 0.5% 0.1%

なし 不明・未回答
859 148

77.2% 13.3%

８　年　齢
18歳未満 18歳以上20歳未満 20歳以上30歳未満 30歳以上40歳未満 40歳以上50歳未満 50歳以上60歳未満

0 38 392 291 237 104
0.0% 3.4% 35.2% 26.1% 21.3% 9.3%

60歳以上 不明・未回答
23 28

2.1% 2.5%

令和元年度福祉施設等利用者の一般就労等に関する実態調査結果

　○調査の目的
　　第５期北海道障がい福祉計画（平成３０年３月策定）で定めた福祉施設から一般就労への移行目標における
　数値目標の進捗状況等を把握するため

　○調査の対象事業所（施設）
　　道内の事業所１,３７９ヵ所（R2.3.31）（回答事業所（サービス数）１，１７２ヵ所）

令和２年度目標　１，３４３人（参考：平成２９年度までの目標　１，２６２人）
(H18：175人、H19：261人、H20：225人、H21：301人、H22：414人、H23：535人、H24:631人、H25:860人、
H26：913人、H27：904人、H28：895人、H29：968人、H30：1111人)

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者



９　入所・通所・利用期間
６ヵ月未満 ６ヵ月以上１年未満 １年以上２年未満 ２年以上３年未満 ３年以上 不明・未回答

224 212 387 138 124 28
20.1% 19.0% 34.8% 12.4% 11.1% 2.5%

10　採用年月日
３１年４月 Ｒ１年５月 Ｒ１年６月 Ｒ１年７月 Ｒ１年８月 Ｒ１年９月

179 70 73 78 91 83
16.1% 6.3% 6.6% 7.0% 8.2% 7.5%

Ｒ１年１０月 Ｒ１年１１月 Ｒ１年１２月 Ｒ２年１月 Ｒ２年２月 Ｒ２年３月
100 97 90 64 65 70

9.0% 8.7% 8.1% 5.8% 5.8% 6.3%
不明・未回答

53
4.8%

11　関係機関との連携・労働関係制度の活用

12　業種
農業、林業 漁業 鉱業､採石業､砂利採取業 建設業 製造業 電気･ガス･熱供給･水道業

18 3 0 29 71 5
1.6% 0.3% 0.0% 2.6% 6.4% 0.4%

情報通信業 運輸業、郵便業 卸売業、小売業 金融業、保険業 不動産業、物品賃貸業 学術研究､専門･技術サービス業

78 30 155 5 4 5
7.0% 2.7% 13.9% 0.4% 0.4% 0.4%

宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業 教育､学習支援業 医療､福祉 複合サービス事業 サービス業(他に分類されないもの)

63 17 21 192 33 219
5.7% 1.5% 1.9% 17.3% 3.0% 19.7%

公務 分類不能の産業 不明・未回答
46 88 31

4.1% 7.9% 2.8%

13　雇用形態等
正社員（フルタイム） 準社員等（フルタイム） 非常勤等（週20ｈ未満） 非常勤等（週20～30ｈ未満） 非常勤等（週30～40ｈ未満） 非常勤等（不明）

157 195 132 293 273 5
14.1% 17.5% 11.9% 26.3% 24.5% 0.4%

短期雇用・季節雇用 不明・未回答
23 35

2.1% 3.1%

14　就職後の定着支援期間
１ヵ月未満 １ヵ月以上２ヵ月未満 ２ヵ月以上３ヵ月未満 ３ヵ月以上４ヵ月未満 ４ヵ月以上５ヵ月未満 ５ヵ月以上６ヵ月未満

59 63 48 79 53 99
5.3% 5.7% 4.3% 7.1% 4.8% 8.9%

６ヵ月以上７ヵ月未満 ７ヵ月以上８ヵ月未満 ８ヵ月以上９ヵ月未満 ９ヵ月以上10ヵ月未満 10ヵ月以上11ヵ月未満 11ヵ月以上12ヵ月未満

156 37 38 33 25 36
14.0% 3.3% 3.4% 3.0% 2.2% 3.2%

12ヵ月以上 実施なし 不明・未回答
140 211 36

12.6% 19.0% 3.2%

15　就労状況
現在も就労中 離職（その後再就職） 離職（その後施設） 離職（その後在宅） 離職（その後不明） 不明・未回答

794 54 106 35 57 67
71.3% 4.9% 9.5% 3.1% 5.1% 6.0%

離職 252

障害者就業・生活支援センターへの誘導

ハローワークにおける支援者数

職業訓練の受講者数 ハローワークへの誘導（求職登録数）

R2年度目標 　264人

R2年度目標 　811人835

179R2年度目標 4,135人3,099134 R2年度目標　　17人



※以下、離職者（その後再就職含む）について

16　雇用期間
1週間未満 1週間以上1ヶ月未満 1ヶ月以上3ヶ月未満 3ヶ月以上6ヶ月未満 6ヶ月以上1年未満 不明・未回答

19 22 68 73 59 11
7.5% 8.7% 27.0% 29.0% 23.4% 4.4%

17　離職理由

倒産・事業縮小 雇用期間満了 転勤拒否 業務過多 バリアフリー未対応 職場の人間関係
5 26 0 17 0 41

2.0% 10.3% 0.0% 6.7% 0.0% 16.3%

就労意欲の減退 本人の能力の変化 本人の体力の変化 転職希望 （両親の転勤等に伴う）転居 家族との相談の結果

35 20 28 11 0 1
13.9% 7.9% 11.1% 4.4% 0.0% 0.4%

家庭の事情
4

1.6%

事業所の支援不足 その他 不明・未回答
0 45 19

0.0% 17.9% 7.5%

18　離職理由の把握方法
本人への聞き取り 企業訪問 本人からの相談 企業からの連絡 不明・未回答

126 17 76 22 11
50.0% 6.7% 30.2% 8.7% 4.4%

雇用主側の都合

本人等の都合

その他


